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令和７年度 

東京都トライアル発注認定制度 

（新事業分野開拓者認定制度） 

募 集 要 項 
申請書類の 

受付期間 

令和６年９月１８日（水）～ １０月１７日（木） 

※郵送では受付けておりません。 

※申請受付期間内であっても、予定件数に達した場合、申請受付を終了いたします。 

申請方法 下記URLまたは右記QRコードより、本事業ホームページへ 

アクセスいただき 申請フォーム にてご申請ください。 

 

本事業HP：https://trial.metro.tokyo.lg.jp/ 

※申請フォームは、9 月１8日から公開予定です。 

申請書及び 

提出書類 

申請書等、申請に必要な様式は、申請フォーム 内よりダウンロードしてください。

提出書類の一覧は、本募集要項11ページをご確認ください。 

認定期間 認定を通知した日から令和１０年３月 31 日までです。 

※認定事業者の決定は、令和7年4月を予定しております。 

お問い合わせ先 

（事務局） 

 

※令和7年度の申請に関するお問い合わせは、以下事務局にて受け付けております。 

東京都トライアル発注認定制度事務局（運営：株式会社ツクリエ） 

電話：03-6811-0556（受付時間：土日祝日を除く、平日10～18時） 

メールフォーム：https://trial.metro.tokyo.lg.jp/contact/ 

本事業 

所管部署 

※これまで（令和6年度認定分まで）の本事業に関するお問い合わせは、所管部署 

までお願いいたします。 

東京都産業労働局 商工部 創業支援課 技術振興担当 

電話：03-5320-4745（直通） 

https://trial.metro.tokyo.lg.jp/
https://trial.metro.tokyo.lg.jp/contact/
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都内中小企業者の新規性の高い優れた新商品及び新役務（サービス）の普及を支援するため、

新規性や独自性など東京都が定める基準を満たす新商品等を生産・提供する中小企業者を「新

商品等の生産・提供により新たな事業分野の開拓を図る者（新事業分野開拓者）」として認定す

る（新事業分野開拓者認定制度）とともに、その新商品等の一部を東京都の機関が試験的に購入し評

価する（トライアル発注事業）制度です。 

脱炭素社会の実現に向けた環境負荷の少ない新商品等や地震等の災害に対応する防災関連の

新商品等をはじめとし、幅広い分野の新商品等の販路開拓・普及拡大を支援します。 

 

※ 本募集要項中の「新商品等」とは、新商品及び新役務（サービス）を指します。 

※ 本募集要項中の「購入」とは、物品を購入すること及び役務の提供を受けることを指します。 

 

 これまでの認定事業者からの声  

・都の施設に導入されたことで、他の施設への営業活動がスムーズになりました。 

・公共の場所に設置していただくことにより、認知度と信用度が上がりました。 

・未開拓であった都の機関に導入していただくことができました。 

・使用評価で、これまでに無かった新たな指摘があり、改良に向けて着手しました。 

・産業交流展ではたくさんの方に PR できる場となり、様々な意見交換することができました。 

・ロゴマークを使わせていただく、という事で信用度が格段に違ってきます。 

・カタログやロゴマークは営業先において、顧客への第一印象の向上にはなりました。 

 

１．制度概要 
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２．認定期間 

■認定を受けると・・・ 

・東京都トライアル発注認定制度（新事業分野開拓者認定制度）ホームページ等で認定商品を紹介します。 

・認定商品のカタログやPR動画を作成し、広くPRします。 

・産業交流展に無料で出展ができます。 

・認定期間中（※1）、認定ロゴマークを使用できます。 

・認定期間中（※1）、東京都の機関が競争入札によらない随意契約で購入・借入（物品の購入及び借入、 

役務の提供）することができます。（※2） 

・認定商品の一部を東京都の機関が試験的に購入し評価します（トライアル発注事業）。（※2） 

※1 令和7年度認定商品の認定期間は、認定を通知した日から令和10年3月31日までです。 

※2 認定した新商品等の品質等を東京都が保証するものではありません。また、その購入・借入を 

約束するものではありません。 

 

 

（使用できる東京都トライアル発注認定商品ロゴマーク） 

 

―――― 留意事項 ―――――――――――――――――――――――――――――――――― 

※ 東京都の機関と随意契約できるのは新事業分野開拓者として認定された事業者です。販売

代理店等とは随意契約できません。 

※ 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成7年政令第 372

号。いわゆる WTO 案件）の規定が適用される案件については、本制度による随意契約で

の購入はできません。 

※  関係法令は別添１（P.14）を参照してください。 

認定期間は、認定を通知した日から２年を経過した日の属する年度末までです。 

（令和７年度は、認定を通知した日から令和10年３月31日まで） 
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申請に当たっては、次の（１）及び（２）の全ての要件を満たす必要があります。 

（１）認定対象者  

本制度の認定を受けられるのは、以下の①及び②を満たす中小企業者に限られます。 

 

① 次の組織形態のいずれかに該当するもの 

■法人の場合 

登記事項証明書（履歴事項全部証明書）により、東京都内に本店（本社）又は支店（支社）の

所在が確認できること。かつ、会社概要・製品カタログ・ホームページ・名刺等の記載から、

本店（本社）又は支店（支社）が東京都内で実質的に事業を行っていると判断できること。 

■個人事業主の場合 

個人事業の開業・廃業等届出書により東京都内で実質的に事業を行っていると認められること。 

 

② 中小企業等経営強化法（平成 11 年法律第 18 号）第 2 条第 1 項に規定する中小企業者

（会社及び個人事業者）であること 

※ 認定を受けようとする法人を設立または個人事業主として開業しようとする方を含みます。 

※ 関係法令は別添２（P.15）を参照してください。 

 

 

■「中小企業者」とは、次に該当するもので、大企業（※1）が実質的に経営に参画していない（※2）もの 

業 種 等 資本金 又は 従業員等 

製造業・建設業・運輸業・ソフトウェア業、 

情報処理サービス業・その他 
３億円以下、又は３００人以下 

卸売業 １億円以下、又は１００人以下 

サービス業 ５，０００万円以下、又は１００人以下 

小売業 ５，０００万円以下、又は５０人以下 

ゴム製品製造業（自動車又は航空機用タイヤ及びチ

ューブ製造業並びに工業用ベルト製造業を除く） 
３億円以下、又は９００人以下 

企業組合、協業組合、事業協同組合、事業協同小組

合、商工組合、協同組合連合会等 

「中小企業等協同組合法」「中小企業団体

の組織に関する法律」で規定する要件を

満たすもの 

 

※1：「大企業」とは 

前記に該当する中小企業者以外の者で、事業を営む者をいいます。 

ただし、「中小企業投資育成㈱」「投資事業有限責任組合」に該当するものは除きます。 

３．認定対象及び申請要件 
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※2：「大企業が実質的に経営に参画していない」こととは、次のいずれも満たす場合です。 

・大企業が単独で発行株式総数又は出資総額の２分の１以上を所有又は出資していないこと 

・大企業が複数で発行株式総数又は出資総額の３分の２以上を所有又は出資していないこと 

 

―――― 留意事項 ―――――――――――――――――――――――――――――――――― 

※  本制度は、新商品等を生産・提供する事業者を対象としています。したがって、新商品等の

製造元ではない事業者（販売代理店等）からの申請は対象外となります。 

※  物品の場合、工場を持たず製造工程を他社へ委託している事業者等であっても、自らが企画・製

造元で、自社商品として販売する場合は対象となります。 

※ 役務の場合、提供する役務の主たる部分を自ら実施する事業者が対象となります。 

 

（２）認定対象商品 

本制度の対象商品は、申請時において販売を開始してから５年以内の物品及び役務です。 

ただし、以下のものは対象となりません。 

・食品衛生法で規定する食品 

・医薬品医療機器等法で規定する医薬品・医薬部外品・化粧品及びそれに類するもの 

・建設工事等における工法・技術 

・肌に塗布するもの 

 

―――― 留意事項 ―――――――――――――――――――――――――――――――――― 

※ 過去に申請した同一商品の場合、当該商品と比較して改善・強化した部分を明確にしてください 

（例：機能の付加、性能の向上、性能等に関する客観的データの強化、知財面の強化など）。 

 

■物品と役務について 
 

   物品・役務のいずれかの区分を選択して申請してください。 

 

 

 

 

 

 

※ スタンドアローン（単体）で動作するソフトウェアなど、納入物品のみで機能・性能の提供が 

可能なものは、物品に区分されます。 

※ ASP サービスなど、納入物品のみでは機能・性能の実現が困難なものは、役務に区分されます。

 

 

・既製品として生産されるもの。 

・物品等買入れ契約により調達されるもの。 

 

 

・各種サービスの提供を行うもの。 

・発注者の仕様により生産・提供されるもの。 

物品 役務 
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（１）認定基準 

本制度の認定を受けるためには、次の①～④のいずれにも適合することが要件です。 

 

① 新商品等が、既存の商品等とは著しく異なる優れた使用価値を有していること 

② 新商品等が、技術の高度化や生産性の向上、又は都民生活の利便の増進に寄与するものである

こと 

③ 新商品等の生産・提供及び販売の方法や資金調達の方法などが、確実に実行可能で適切なもの

であること 

④ 新商品等が、東京都の機関において使途が見込まれるものであること 
 

※ 関係法令等は別添３（P.16）を参照してください。 

 

（２）審査方法 

東京都が設置する審査会において、一次審査（書類審査）、二次審査（面接審査及び訪問調査）、

最終審査を行い、認定基準を満たしているか判定します。 

なお、新商品等を以下の 6 分野に分類し審査や認定を実施する予定です。各分野の事例等は別添 5

（P.19）を参照してください。 

 

① 生活・文化用品、② 医療・福祉、③ 防災用品、 

④ 試験・計測機器、⑤ 環境・資源、⑥ 情報・ソフトウェア 

 

※上記分野に完全に該当しない場合も申請可能です。 

※分野は変更となる場合がございますので、予めご了承ください。 

 

（３）審査結果及び認定 

• 審査結果は、メールにてお知らせします。申請フォーム・申請書に記載のご連絡先へ送

付いたしますので、予め事務局よりのメールを受信できるよう設定をお願いします。 

（送信元：info@trial.metro.tokyo.lg.jp） 

• 審査の途中経過 及び 審査結果に関するお問合せには一切応じかねますので、予めご了承

ください。 

•  認定された場合、認定事業者の名称・所在地・連絡先、認定商品の名称・価格・内容を

本事業ホームページや認定商品カタログ、PR動画等で公表します。 

４．認定基準及び審査方法等 

mailto:info@trial.metro.tokyo.lg.jp/
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令和6（2024）年 

９月１８日（水）～ 

１０月１７日（木） 
申請受付期間（申請書及び添付書類の提出） 

１１月上旬～１２月上旬 一次審査（書類審査） 

 

令和7（2025）年 

１月中旬～下旬 二次審査（面接審査） 

２月中旬 二次審査（訪問調査） 

２月下旬～３月上旬 最終審査 

 ４月中旬 認定業者の決定 

認定証の交付（認定者向け説明会の実施） 

本事業ホームページへの掲載 

５月～ 認定商品カタログ/PR動画の制作 

１０月～ 認定商品の購入・評価 

１１月 産業交流展でのPR 

※ 日程及び審査方法は状況により変更となる場合がございますので、予めご了承ください 

 

（１）申請書類の作成・提出（電子申請） 

受付期間：令和６年９月１８日（水）～１０ 月１７日（木）電子申請 

・申請書及び添付書類は、公式ホームページの申請フォームより【９月１８日より】 

ダウンロードが可能です。 

・申請書等の様式は、記入例を参照の上、必要事項を全て記入してください。 

・申請フォームに、提出に必要な書類一式を添付の上、申請してください。 

※申請受付期間内であっても、予定件数に達した場合、申請受付を終了いたします。 

 

（２）審査会での審査 

・外部有識者等により構成される審査会において、認定基準を満たしているかどうかの 

審査を行います。 

 

【 一次審査（書類審査） 】令和６年１１月上旬～１２月上旬 

・申請者全員に対し、一次審査の結果をメールにてご連絡します。 

・一次審査を通過した申請者には、二次審査（面接審査）の日程・会場等を通知します。 

５．スケジュール 
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【 二次審査（面接審査） 】令和７年１月中旬～下旬 

・一次審査を通過した申請者に、申請内容の説明をしていただき質疑を行います。 

（代表者又は代表者に準じて経営に関与している方が出席してください。） 

・審査補足資料として、品質、性能、安全性等に関する試験成績書や取扱説明書及び 

これに類する資料、その他顧客満足度、実績、東京都の機関における具体的な使途等 

に関する資料等を求める場合があります。 

・面接審査の結果については２月上旬頃メールにて通知します。面接審査を通過した 

申請者には、併せて訪問調査の日程もご案内します。 

 

【二次審査（訪問調査） 】令和７年２月中旬 

・面接審査を通過した申請者を対象に、生産、提供及び販売の実施方法、販売、 

資金計画等について、訪問調査を行います。 

（代表者又は代表者に準じて経営に関与している方が対応してください。） 

・訪問調査の結果については２月下旬頃メールにて通知します。 

 

【 最終審査 】令和７年年２月下旬～３月上旬 

・一次審査、二次審査の結果を踏まえ、最終審査会において認定の可否について 

総合判定を行います。 

・二次審査を通過した申請者全員に対し、最終審査の結果（認定の可否）をメールにて 

通知します。 

 

（３）認定業者の決定 

令和７年４月中旬 

・審査会の審査結果を踏まえ、知事が認定します。 

・認定された場合、認定事業者の名称、所在地、連絡先、認定商品の名称、価格、内容を 

本事業ホームページや認定商品カタログ、PR動画等で公表します。 

 

【 認定証の交付（認定者向け説明会の実施）】 

・認定された方には、認定者向けの説明会へのご案内を送付します。 

・認定証の交付や、今後の支援内容等の説明を行います。 

 

【本事業ホームページへの掲載】 

・本事業ホームページ（https://trial.metro.tokyo.lg.jp/）等において、説明会の模様や 

認定商品等を紹介、情報発信・PRを行います。 

・掲載に必要な写真や原稿を依頼しますので、期限内の提出にご協力ください。 

 

https://trial.metro.tokyo.lg.jp/
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（４）認定商品カタログ/PR動画の制作 

令和７年５月～ 

・認定商品等の情報発信・PRのため、認定商品カタログやPR動画等を制作いたします。 

 

【 認定商品カタログ 】 

・認定商品等をまとめたカタログを発刊します。 

・掲載に必要な写真や原稿の提出をお願いします。 

 

【認定商品PR動画】 

・商品毎に、認定商品等の紹介動画を制作します（各5分程度）。認定商品等の動作・ 

使用風景や、インタビュー等を予定しております。 

・制作に必要な写真や動画、原稿の提出等や、撮影のため訪問することがありますので 

 日程調整等にご協力をお願いします。 

 

（５）認定商品の購入・評価 

令和７年１０月～ 

・ 認定商品の一部を東京都の機関が試験的に購入します（トライアル発注事業）。 

・トライアル発注事業で購入した一部の認定商品について、使用部署が有用性等の観点から 

評価し、評価結果を公表します（評価及び公表は令和８年度に実施予定）。 

 

（６）産業交流展でのPR 

令和７年１１月 

・例年11月に東京ビッグサイトで開催される「産業交流展」に、本事業ブースを設けて 

ご出展いただけます（「産業交流展2025」に出展予定。ただし開催は未定。）。 

・小間料は都が負担いたします。 
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６．認定後の流れ 

 

■本制度による認定を日常の営業活動に活用することができます。 

※本制度は新商品等の市場への普及拡大が目的であり、東京都の機関による新商品等の購入・借

入が目的ではありません。 

■希望する認定事業者は、認定商品等のPRのために本事業のロゴマークを使用することができます。

使用は認定期間中のみで、別途申請書類の提出が必要となります。 

■東京都の機関に営業を行う場合、原則として認定事業者が購入・借入の想定される局（部署）に

対し、直接コンタクトを取っていただきます。営業・広報活動の方法等については、ご相談くだ

さい。 

■認定事業者は、後日、本制度に関する各種アンケート等へご協力いただきます。 

 

※本制度による認定商品の一部について、東京都の機関が試験的に購入します（トライアル

発注事業）。なお、購入できるのはあくまでも認定商品の一部であり、全ての認定商品を購入

できるものではありません。 

 

※トライアル発注事業で購入した認定商品については、一定期間後、使用部署が有用性等 

 の観点から評価し、認定事業者の同意を得た上で本事業ホームページ等に公表します。 

 

 

申請前にご確認ください 

新商品等の開発に当たっては、他社の特許等を侵害していないかのチェック、特許権等の取得、 

著作権の確認、秘密情報、ノウハウの管理など、知的財産への対応が不可欠です。 

申請に当たり、知的財産に関してご不明な点などございましたら、下記でご相談を承ります。 

相談方法はホームページよりご確認ください。 

東京都知的財産総合センター 

ホームページ：https://www.tokyo-kosha.or.jp/chizai/consultant/index.html 

電  話  番  号：03-3832-3656 

※提出期限直前には混雑が予想されますので、ご相談はお早めにお願いします。 
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（１）申請受付期間 

令和６年９月１８日（水）～ １０月１７日（木） 

※申請受付期間内であっても、予定件数に達した場合、申請受付を終了いたします。 

（２）申請書類 

申請に必要な書類は下表のとおりです。申請書等の必要様式は９月１８日より以下の東京都 

トライアル発注認定制度ホームページ内の申請フォームよりダウンロードできます。 

URL https://trial.metro.tokyo.lg.jp/about/ 

 

No. 必 要 書 類 提出形式 

①  
申請書【指定様式】 

（新商品等の生産・提供による新事業分野開拓者認定申請書） 

Word 

※押印不要 

添

付

書

類 

②  
実施計画書【指定様式】（新たな事業分野の開拓の実施に関する計画） 

※別紙を含めたすべての資料の電子データを提出してください。 
Word 

③  新商品等の詳細が分かるカタログ【任意様式】 PDF 

④ 

(1)法人の場合 
登記事項証明書（履歴事項全部証明書） 

(直近、３か月以内のもの) 

PDF 

 

(2)個人事業主

の場合 
個人事業の開業・廃業等届出書【写し】 

(3)個人の場合 

住民票記載事項証明書 (直近、３か月以内のもの) 

※訪問調査までに必ず法人を設立または個人事業主と

して開業してください。 

⑤ 会社概要（個人事業主・個人の場合は事業概要）【任意様式】 PDF 

⑥ 

(1)法人の場合 

・貸借対照表（直近２決算期分） 

・損益計算書（直近２決算期分） 

・販売費及び一般管理費内訳書（直近２決算期分） 

※設立後間もない等の理由でこれらの書類がない場合

は、資金繰り表（任意様式）を提出してください。 

PDF 

(2)上記以外  資金繰り表【任意様式】 

⑦ 
提出書類チェックシート【指定様式】 

（新商品等の生産・提供による新事業分野開拓者認定申請書類チェックシート） 

PDF 

 

７．申請方法等 

https://trial.metro.tokyo.lg.jp/about/
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申請書の作成にあたっては、本募集要項および記入例をよくご確認ください。 

 

・必ず最新の様式（令和７年度版）にご記入ください。 

・申請書類はＡ４サイズとして、パソコン等で作成してください。 

・図表等は白黒でも判別できるよう作成ください。 

 

（３）提出方法 

申請受付期間内に、オンラインにて申請を受け付けます。 

必要書類一式（前頁①～⑦）をご準備の上、本事業ホームページ 

（下記URLまたは右記QRコード） 内の申請フォームよりお申込みください。 

https://trial.metro.tokyo.lg.jp/ 

※郵送では受け付けておりません。 

※申請受付期間内であっても、予定件数に達した場合、申請受付を終了いたします。 

 

⇒申請書類の受付後、メールにてその旨を通知いたします。 

受理通知の送付まで２～３週間程度かかる場合がございますので、予めご了承ください。 

 

（４）申請にあたっての留意事項 

※ 申請書類チェックシートによる書類確認及び要件等の確認など全ての確認が必要です。 

  また、申請に当たり、認定要綱第９条に同意いただく必要があります。申請書類チェックシート 

  の確認事項に虚偽の申告がある場合、または認定要綱第９条に掲げる事項のいずれかに該当する 

  と認める場合、認定等を取り消すことがあります。認定要綱第９条に掲げる事項は別添４（P.18） 

  を参照してください。 

※ 具体的な申請内容についてのご相談には応じかねますので、予めご了承ください。 

※ 提出された申請書類は返却いたしませんので、予めご了承ください。 

※ 提出書類に不備や不足等ある場合は事務局より修正を依頼することがあります。また、必要に 

  応じて、事務局から追加資料の提出及び説明を求めることがあります。 

※ 提出書類の不備や不足に対する修正資料の提出、又は事務局が求める追加書類等の提出について、 

  事務局が示す期限を過ぎた場合や回答がない場合等には、審査不通過となる場合があります。 

※ 申請書類の作成及び提出等、応募に係る一切の経費は、申請者の負担となります。 

 

 

 

＜お問合せ先＞ 

東京都トライアル発注認定制度事務局（運営：株式会社ツクリエ） 

電話：03-6811-0556（受付時間：土日祝日を除く、平日10～18時） 

メールフォーム：https://trial.metro.tokyo.lg.jp/contact/ 

https://trial.metro.tokyo.lg.jp/
https://trial.metro.tokyo.lg.jp/contact/
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９．認定の取消し 

 
 

（１）本制度による認定は、認定商品の品質等を東京都が保証するものではありません。【再掲】 

（２）本制度による認定は、認定商品を東京都が購入・借入することを約束するものではありま

せん。【再掲】 

（３）申請書類に含まれる個人情報は、本制度に関してのみ使用します。ただし、ご同意いただ

ける場合には、今後、東京都が行う各種事業等のご案内を送付することがあります。 

（申請書類の所定の欄に記載（チェック）をお願いします。） 

（４）申請書類に含まれる著作物等の著作権は東京都に帰属しませんが、公表その他本制度に必

要な用途に用いる場合には、東京都はこれを無償で使用できることとします。 

（５）審査の途中経過及び審査結果に関するお問合せには一切応じかねますので、予めご了承く

ださい。【再掲】 

（６）東京都及び審査会は、本制度において認定した事業者が行う事業活動により生じた事故、

損害等に対する責任について、その理由の如何を問わずこれを負いません。 

（７）認定を受けた後、申請書類に記載された実施計画を変更しようとする時は、事前に東京都

の承認が必要です。 

 

 

（１）特許権・意匠権・商標権・著作権等の知的財産に関する責任、品質や安全性等に関する責

任は、本制度において認定した事業者が負うものとします。また、特許権等の侵害等重大

な障害があることが判明した場合には、認定を取り消すことがあります。 

（２）自社又は販売代理店等の関連企業が、投資の勧誘等、認定商品の販売促進以外の目的で本

認定を使用した場合、認定を取り消すことがあります。 

（３）その他、知事が認定要綱第９条に掲げる事項のいずれかに該当すると認める場合等、認定

を取り消すことがあります。【再掲】 

８．留意事項 
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（別添１）随意契約に関する関係法令 

＜ 関係法令（抜粋）＞ 

 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）  

第百六十七条の二 地方自治法第二百三十四条第二項（※１）の規定により随意契約によることができる場合

は、次に掲げる場合とする。 

〈略〉 

四  新商品の生産により新たな事業分野の開拓を図る者として総務省令で定めるところにより普通地方公共

団体の長の認定を受けた者が新商品として生産する物品を当該認定を受けた者から普通地方公共団体の規

則で定める手続により買い入れ若しくは借り入れる契約又は新役務の提供により新たな事業分野の開拓を

図る者として総務省令で定めるところにより普通地方公共団体の長の認定を受けた者から普通地方公共団

体の規則で定める手続により新役務の提供を受ける契約をするとき。 

以下略 

 

※１ 地方自治法 

第二百三十四条 売買、貸借、請負その他の契約は、一般競争入札、指名競争入札、随意契約又はせり売り

の方法により締結するものとする。 

２  前項の指名競争入札、随意契約又はせり売りは、政令で定める場合に該当するときに限り、これによる

ことができる。 

以下略 
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（別添２）中小企業者に関する関係法令 

＜ 関係法令（抜粋）＞ 

 中小企業等経営強化法（平成 11 年法律第 18 号）  

（定義） 

第二条 この法律において「中小企業者」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。 

一 資本金の額又は出資の総額が三億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が三百人以下の会社及び

個人であって、製造業、建設業、運輸業その他の業種（次号から第四号までに掲げる業種及び第五号の政

令で定める業種を除く。）に属する事業を主たる事業として営むもの 

二 資本金の額又は出資の総額が一億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が百人以下の会社及び個

人であって、卸売業（第五号の政令で定める業種を除く。）に属する事業を主たる事業として営むもの 

三 資本金の額又は出資の総額が五千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が百人以下の会社及び

個人であって、サービス業（第五号の政令で定める業種を除く。）に属する事業を主たる事業として営むも

の 

四 資本金の額又は出資の総額が五千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が五十人以下の会社及

び個人であって、小売業（次号の政令で定める業種を除く。）に属する事業を主たる事業として営むもの 

五 資本金の額又は出資の総額がその業種ごとに政令で定める金額以下の会社並びに常時使用する従業員の

数がその業種ごとに政令で定める数以下の会社及び個人であって、その政令で定める業種に属する事業を主

たる事業として営むもの 

六 企業組合 

七 協業組合 

八 事業協同組合、事業協同小組合、商工組合、協同組合連合会その他の特別の法律により設立された組合及

びその連合会であって、政令で定めるもの 

 

以下略 
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（別添３）認定要件に関する関係法令等 

＜ 認定要綱（抜粋）＞ 

 「新商品等の生産・提供により新たな事業分野の開拓を図る者」の認定に関する要綱（平成 18 年 4 月 1 日17 

産労商調第 832 号）  

第４条（申請方法） 

本要綱に基づく認定を受けようとする者（認定を受けようとする法人を設立しようとする者を含む。以下「申

請者」という。）は、次の各号に掲げる事項について明らかにした新たな事業分野の開拓の実施に関する計画

（以下「実施計画」という。）を作成し、新商品等の生産・提供による新事業分野開拓者認定申請書（様式第１

号）により、知事に申請するものとする。 

（１） 新商品等の生産・提供等の目標 

（２） 新商品等の内容 

（３） 新商品等の生産・提供の実施時期 

（４） 新商品等の生産・提供の実施方法並びに実施に必要な資金の額及びその調達方法 

２ 申請者は、申請の際、次の附属書類を添付する。 

（１） 登記事項証明書（個人事業主の場合は都内税務署に提出した個人事業の開業・廃業等届出の写し、個人 

の場合は住民票記載事項証明書） 

（２） 直近２営業期間の貸借対照表及び損益計算書 

（３） 会社概要 

（４） 新商品等の詳細がわかるカタログ 

（５） 新商品等の生産・提供による新事業分野開拓者認定申請書類チェックシート 

 

第５条（事業者の認定と審査会の設置） 

知事は、前条の申請があった場合において、当該申請に係る実施計画が次の各号のいずれにも適合するもので

あると認めるときは、当該実施計画を実施しようとする者を新商品等の生産・提供により新たな事業分野の開拓

を図る者として認定するものとする。 

（１） 当該実施計画に係る新商品等が、既に企業化されている商品等とは通常の取引において若しくは社会 

通念上別個の範疇に属するもの又は企業化されている商品等とは著しく異なる使用価値を有し、実質的

に別個の範疇に属するものであると認められること。 

（２） 当該実施計画に係る新商品等が、事業活動に係る技術の高度化若しくは経営の能率の向上又は都民生活 

の利便の増進に寄与するものと認められること。 

（３） 新商品等の生産・提供及び販売の実施方法並びに実施に必要な資金の額及びその調達方法が新商品等の 

生産・提供による新たな事業分野の開拓を確実にするために適切なものであること。 

（４）当該実施計画に係る新商品等が、都の機関において使途が見込まれるものであること。 

 

以下略 
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＜ 関係法令（抜粋）＞ 

 地方自治法施行規則（昭和 22 年内務省令第 29 号）  

第十二条の三 普通地方公共団体の長は、地方自治法施行令第百六十七条の二第一項第四号の規定により、新商品

の生産又は新役務の提供（以下この条において「新商品の生産等」という。）により新たな事業分野の開拓を図

る者を認定するときは、新商品の生産等により新たな事業分野の開拓を実施しようとする者（新商品の生産等に

より新たな事業分野の開拓を実施する法人を設立しようとする者を含む。）に当該新たな事業分野の開拓の実施

に関する計画（以下本条において「実施計画」という。）を提出させ、その実施計画が次の各号のいずれにも適

合するものであることについて確認するものとする。 

一  当該新たな事業分野の開拓に係る新商品又は新役務（以下この条において「新商品等」という。）が、既に 

企業化されている商品若しくは役務とは通常の取引において若しくは社会通念上別個の範疇に属するもの又 

は既に企業化されている商品若しくは役務と同一の範疇に属するものであつても既存の商品若しくは役務と 

は著しく異なる使用価値を有し、実質的に別個の範疇に属するものであると認められること。 

二  当該新たな事業分野の開拓に係る新商品等が、事業活動に係る技術の高度化若しくは経営の能率の向上又は 

住民生活の利便の増進に寄与するものと認められること。 

三 第三項第四号に掲げる事項が新商品の生産等による新たな事業分野の開拓を確実に実施するために適切なも 

のであること。 

（略） 

３ 実施計画には、次に掲げる事項を記載させなければならない。一 新商品の生産等の目標 

二 新商品等の内容 

三 新商品の生産等の実施時期 

四 新商品の生産等の実施方法並びに実施に必要な資金の額及びその調達方法 

 

以下略 
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（別添４）認定要綱第９条に関する詳細 

＜ 認定要綱（抜粋）＞ 

 「新商品等の生産・提供により新たな事業分野の開拓を図る者」の認定に関する要綱  

 （平成 18 年 4 月 1 日17 産労商調第 832 号）  

第９条（認定の取消し） 

知事は、認定新事業分野開拓者が、次に掲げる事項のいずれかに該当すると認める場合は、その認定を取り消す

ことができる。 

（１） 実施計画（※１）（第６条の規定（※２）による変更があったときは、その変更後のもの）に従って事業

を実施していない場合 

（２） 第３条第 1 項（※３）に定める認定対象に該当しなくなった場合 

（３） 偽りの申請により認定を受けた場合 

（４） 知的財産権に関し、特許権等の侵害など重大な障害があることが判明した場合 

（５） 自社又は販売代理店などの関連企業が、認定を投資の勧誘など、認定商品の販売促進以外の目的で使用 

した場合 

（６） 前各号のほか、この要綱に定める事項に反し、又は知事の指示に従わなかった場合 

以下略 

 

※１ 実施計画とは、申請書類の「新たな事業分野の開拓の実施に関する計画」のことを指します。 

 

※２ 第６条（実施計画の変更申請と届出） 

前条第１項の認定を受けた者（以下「認定新事業分野開拓者」という。）は、実施計画のうち新商品等の

内容、都の機関において期待される新商品等の使用方法、新商品等の生産・提供及び販売の実施方法、新

商品等の生産・提供及び販売の実施計画、又は新商品等の生産・提供及び販売に必要な資金の額及びその

調達方法を変更しようとするときは、実施計画変更承認申請書（様式第２号）により、知事に申請し、そ

の承認を受けなければならない。 

２ 認定新事業分野開拓者は、実施計画について前項に掲げる事項以外の事項に変更があるときは、実施 

計画記載事項変更届（様式第３号）により、速やかに知事に届け出なければならない。 

 

※３  第３条（認定対象者） 

本要綱に基づく認定を受けることができる事業者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

（１） 中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）第２条第１項に規定する中小企業者であるこ

と。 

（２）  法人の場合は、都内に登記簿上の本店又は支店を有すること。個人事業主の場合は、都内に開業

届出があること。 

（３） 次のいずれにも該当し、大企業が実質的に経営に参画していないこと。 

① 大企業が単独で発行株式総数又は出資総額の２分の１以上を所有又は出資していないこと。 

② 大企業が複数で発行株式総数又は出資総額の３分の２以上を所有又は出資していないこと。 
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（別添５）審査・認定分野に関する詳細 
 

分 野 概 要 例 示 

①生活・文化用品 
オフィス・学校等で使用される雑貨、器具・

工具など 

雨具、案内表示器、照明器具、知

育アプリなど 

②医療・福祉 医療現場・福祉施設等で使用される医療・福

祉用品や感染症対策用品、介護の補助サービ 

スなど 

リハビリ機器、歩行補助器具、見

守り用アプリなど 

③防災用品 災害時に使用される備蓄品や災害対策用品・

サービスなど 

家具等転倒防止装置、備蓄用品 

（寝具、簡易トイレ等）、ヘルメッ

ト、防災アプリなど 

④試験・計測機器 
学校・試験研究機関等で使用される試験機、

計測・調査サービスなど 

評価試験機、測定装置、非破壊検

査サービスなど 

⑤環境・資源 環境に配慮した素材・製品や環境計測サービ

スなど 

生分解性素材を利用した製品、浄 

水装置、蓄電池、CO2 モニタリン

グサービスなど 

⑥情報・ソフトウェア 
オフィス・学校等で使用される情報処理ソフ

トウェアやクラウドサービスなど 

多言語化ソフトウェア、文書管理

システム、紛失防止アプリなど 

 

※例示はあくまで想定です。 

※上記分野に完全に該当しない場合も申請可能です。 


